（第１号様式）
　　　　年度ドローンビジネスプラットフォーマー支援事業認定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　大分県知事　　　　　　殿
住所（事業実施主体の所在地，郵便番号）
　　　　　　　　　　　　　　名称（事業実施主体の名称）
　　　　　　　　　　　　    氏名（事業実施主体の代表者の氏名）　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者（職名及び氏名）
　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　年度において、下記のとおりドローンビジネスプラットフォーマー支援事業を実施したいので、事業を認定されるよう、関係書類を添えて申請します。
記
１　事業の目的
２　事業完了予定年月日　　　　　　　年　　月　　日
３　添付書類
　(1) 事業計画書（別紙２）
  (2) 収支予算書（別紙３）
  (3) 誓約書（別紙４） 
  (4) 会社概要及びドローンの取り組みが分かる資料（自社パンフレット等）
  (5) 決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書）
  (6) その他知事が必要と認める書類
　※用紙のサイズはＡ４とする。
別紙２（第１号様式関係）
事業計画書
	事業名

	ドローンビジネスプラットフォーマー事業

	事業実施主体（コンソーシアムの場合は構成員全て記入すること）
	申請企業又は代表構成員を記入する。

	その他構成員（県内に事業所をおく構成員には○をすること）



	担当者名及び連絡先
	所属（団体名・会社名等）
役職
氏名
電話番号／
ファックス番号／
メールアドレス／

	１．事業の実施体制

	［事業実施主体、コンソーシアムの構成員や連携者を含め、プレーヤー毎にそれぞれの役割、技能を明らかにした実施体制図等を記載すること］※枠内赤字部分については記載時の参考であり、申請書提出時には削除すること。（２以降も同様）


	２．事業日程

	［作業手順や各分野の事業スケジュールについて、表などを用いて記載すること］


	３．事業内容及び実施方法

	［事業におけるIT技術等を活用したサービス・システムの内容や実施方法について、利用者ニーズの収集方法や想定する配置スタッフ、機器等を含めて可能な限り具体的に記載すること］


	４．収益モデル

	［将来自立的に事業活動を継続・展開するための事業計画やビジョンを記載すること］


	５．社会的意義、地域課題、背景

	［事業により実現を目指すもの（生活の質の向上や人手不足対策、企業の生産性向上等の社会課題の解決）について記載すること］


	６．産業振興

	［事業が普及した際の事業効果を想定し、より多くの県内企業をサプライヤーとして参画させるための手法や工夫、県内企業や地域経済への波及効果、貢献の度合いを記載すること］


	７．市場性

	［当該事業で創出しようとしている製品・サービス、あるいはそのビジネスモデルの優位性や今後の市場獲得への狙いについて、事業実施主体ならではの先駆性、工夫、特徴などアピールポイントを含めて具体的に記載すること］


	８．取組の基礎となるこれまでの事業実績等の蓄積

	［事業実施主体におけるプラットフォーム事業に関する類似事業の実績、これまでのドローンの取り組みについて記載すること］


	９．広報

	［ドローンの有用性に関する県民や企業等に向けたPR手法について記載すること］



	１０．働き方改革等（加点項目）

	［事業実施主体に以下の企業が含まれているかについて記載すること］
      ・「おおいた働き方改革支援優良企業表彰」受賞企業
　　　・「くるみん認定」又は「プラチナくるみん認定」を受けている企業
　　　・「しごと子育てサポート企業」の認定を受けている企業
　　　・「中小企業等経営強化法に基づく経営革新計画」の承認を受け、当公募の募集期間終了時点においてその計画の期間中である企業
　　　・価格転嫁の円滑化に関する「パートナーシップ構築宣言」企業



	１１．事業に要する経費

	項目


	事業費
（円）
	備考

	補助対象経費

（大分類）
	
	

	１　物品費
	
	

	２　人件費・謝金
	
	

	３　旅費


	
	

	４　その他

	
	

	補助対象外経費

	
	

	合計

	
	


（添付書類）
①導入予定の設備等のカタログ等
②その他説明資料

（注）消費税又は消費税相当額については、補助対象外経費に記載すること。
別添
　経費の内訳
     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業に要する経費（大分類）
	補助事業に要する経費
　　　　　（中分類）
	積　算　内　訳
 　 　　　
	備　考


	１　物品費
	（１）設備備品費

	
	

	
	（２）消耗品費

	
	

	２　人件費・謝金
	（１）人件費

	
	

	
	（２）謝金

	
	

	３　旅費
	（１）旅費

	
	

	
	（２）委員等旅費

	
	

	４　その他
	（１）外注費（業務請負費（ソフトウェア外注費含む）、保守費、改造修理費）
	
	

	
	（２）印刷製本費

	
	

	
	（３）会議費

	
	

	
	（４）通信運搬費（通信費、機械装置等運搬費）

	
	

	
	（５）広報費

	
	

	
	（６）光熱水料

	
	

	
	（７）その他（諸経費）（設備施設料、その他特別費等）
	
	

	補助対象外経費
	
	
	

	合　計
	
	
	


（注）消費税又は消費税相当額については、補助対象外経費に記載すること。
別紙３（第１号様式関係）
収　支　予　算　書
　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　分
	本年度予算額
	備　考

	県費補助金
自己資金
補助事業の収入
その他

	
	

	　　　　　計
	
	


　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（単位：円）
	区　　　分
	本年度予算額
	備　考

	ドローンビジネスプラットフォーマー事業

	
	

	　　　　　計
	
	


　（注）補助対象経費のみ記載すること。
別紙４（第１号様式関係）
誓　約　書
　私は、下記の事項について誓約します。
　なお、県が必要な場合には、大分県警察本部に照会することについて承諾します。
　また、照会で確認された情報は、今後、私が、大分県と行う他の契約における確認に利用することに同意します。
記
１　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。
（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第　　２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（２）暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
（３）暴力団員が役員になっている事業者
（４）暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用している者
（５）暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約又は資材、原材料の購入契約等を締結し　　ている者
（６）暴力団又は暴力団員に経済上の利益又は便宜を供与している者
（７）暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難される関係を　　有している者
（８）暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを利用している者
２　１の（１）から（８）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又　は個人ではありません。
　　　　　年　　月　　日
　大分県知事　　　　　　　　殿
　　　　　　　　　　　　　 住所（法人にあっては事務所所在地）

　　　　　　　　　　　　　 法人名
　　　　　　　　　　　　　 代表者職・氏名
 生年月日（明治・大正・昭和・平成）　　年　　月　　日（男・女）
※　県では、大分県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除するため、申請者に暴　力団等でない旨の誓約をお願いしています。

